
鳥取県事務処理権限規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年３月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第21号

鳥取県事務処理権限規則等の一部を改正する規則

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第１条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という。）に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という。）が存在する場

合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、当該移動後項

（以下この条において「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条において「移動別表細

目」という。）に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条

において「移動後別表細目」という。）が存在する場合には、当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし、

移動別表細目に対応する移動後別表細目が存在しない場合には、当該移動別表細目（以下この条において「削

除別表細目」という。）を削り、移動後別表細目に対応する移動別表細目が存在しない場合には、当該移動後

別表細目（以下この条において「追加別表細目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項及び別表の細目の表示並びに削除別表細目を除く。以下この

条において「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項及び別表の細目

の表示、追加項並びに追加別表細目を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合に

は、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正

部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合に

は、当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削

り、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略

(12) 課内室長等 組織規則第６条の表内部組織の (12) 課内室長等 組織規則第６条の表内部組織の

欄に掲げる営繕室、市町村税制支援室、国際観光 欄に掲げる情報システム管理室、草の根自治支援

振興室、観光資源振興室、企画総務室、地域生活 室、公益法人・団体指導室、県史編さん室、営繕

支援室、子ども発達支援室、子育て応援チーム、 室、給与管理室、行政情報管理室、市町村税制支

保育・幼児教育チーム、母子・児童養護チーム、 援室、企画総務室、地域生活支援室、地域医療推

地域医療推進室、地球温暖化対策室、環境産業育 進室、地球温暖化対策室、環境産業育成室、企画



成室、企画調査チーム、経営支援チーム、通商物 調査室、産学金官連携室、産業立地政策チーム、

流チーム、労働政策チーム、雇用就業支援チー 企業誘致推進チーム、新事業開拓チーム、雇用・

ム、企業立地推進チーム、新事業開拓チーム、産 人材確保チーム、障害者就業支援室、企画調整

業開発チーム、産学金官連携チーム、雇用・人材 室、地域農業基盤室、林業・林産振興室、水産振

確保チーム、企画調整室、地域農業基盤室、県産 興室、用地室及び高速道路推進室の長をいう。

材販路開拓室、水産振興室、用地室及び高速道路

推進室の長をいう。

(13) 会計担当職員 組織規則第16条第６項に規定 (13) 総括補佐 組織規則第16条第６項に規定する

する課長補佐（これに相当する職の職員を含 課長補佐（同条第７項の規定により課長補佐を２

む。）のうち当該課の長があらかじめ定めた職員 名以上置く場合にあっては、当該課の事務を総括

をいう。ただし、課長補佐を置かない場合にあっ する課長補佐）をいう。ただし、課長補佐を置か

ては、当該課の長があらかじめ定めた上席の職員 ない場合にあっては、当該課の長があらかじめ定

をいう。 めた上席の職員をいう。

(14)～(17) 略 (14)～(17) 略

（専決事項） （専決事項）

第４条 部長、課長及び会計担当職員並びに地方機関 第４条 部長、課長及び総括補佐並びに地方機関の長

の長の共通の専決事項は、それぞれ、別表第１の事 の共通の専決事項は、それぞれ、別表第１の事務処

務処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定め 理権限の区分の専決権者の欄に○印により定めると

るとおりとする。ただし、部長の専決事項のうち局 おりとする。ただし、部長の専決事項のうち局長が

長が処理することが適当である事項については、そ 処理することが適当である事項については、それぞ

れぞれ同表の該当する部長の専決事項を局長の専決 れ同表の該当する部長の専決事項を局長の専決事項

事項とみなす。 とみなす。

２ 前項の場合において、商工労働部の経済・雇用政

策総室及び産業振興戦略総室（以下「商工労働部各

総室」という。）にあっては、局長の専決事項を商

工労働部各総室の長（以下「総室長」という。）の

専決事項と、課長の専決事項（別表第１の二６

(三)、四１(三)及び五９(三)に掲げる事項を除

く。）を商工労働部各総室に置かれた課内室長等

（以下「チーム長」という。）の専決事項とみな

す。

３ 略 ２ 略

４ 行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、経済 ３ 人権局、市場開拓局及び水産振興局の事務に係る

・雇用政策総室、産業振興戦略総室、市場開拓局、 部長、局長及び課長の個別の専決事項は、それぞ

農林総合研究所及び水産振興局の事務に係る部長、 れ、別表第３の事務処理権限の区分の専決権者の欄

局長及び課長の個別の専決事項は、それぞれ、別表 に○印により定めるとおりとする。

第３の事務処理権限の区分の専決権者の欄に○印に

より定めるとおりとする。この場合において、商工

労働部各総室にあっては、局長の専決事項を総室長

の専決事項と、課長の専決事項をチーム長の専決事

項とみなす。

５ 庶務集中局の事務に係る部長、局長、課長、会計 ４ 庶務集中局の事務に係る部長、局長、課長、総括

担当職員及び集中化業務決裁職員（集中業務課の職 補佐及び課長補佐等（課長補佐及びこれに相当する

員のうち課長があらじめ定める課長補佐、副主幹及 職にあるものをいう。以下同じ。）の個別専決事項



びこれらに相当する職にあるものをいう。以下同 は、それぞれ、別表第４の事務処理権限の区分の専

じ。）の個別専決事項は、それぞれ、別表第４の事 決権者の欄に○印により定めるとおりとする。

務処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定め

るとおりとする。

６ 略 ５ 略

７ 第１項から第５項までの規定にかかわらず、課長 ６ 第１項から第４項までの規定にかかわらず、課長

は、別表第１から別表第４までに掲げる事項（課長 は、別表第１から別表第４までに掲げる事項（課長

に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め

る事項について、課内室長等に専決させることがで る事項について、課内室長等に専決させることがで

きる。 きる。

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

11 略 10 略

（委任決裁事項） （委任決裁事項）

第６条 略 第６条 略

２ 前項の場合において、商工労働部各総室にあって

は、局長の委任決裁事項を総室長の委任決裁事項

と、課長の委任決裁事項（別表第１の三の８、９及

び15(二)並びに七１(一)(３)ロを除く。）をチーム

長の委任決裁事項とみなす。

３ 前２項の規定にかかわらず、正当決裁権者は、別 ２ 前項の規定にかかわらず、正当決裁権者は、別表

表第１から別表第４までに掲げる事項（知事並びに 第１から別表第４までに掲げる事項（知事並びに部

部長、局長及び課長に係るものに限る。）のうち特 長、局長及び課長に係るものに限る。）のうち特に

に必要があると認める事項について、正当決裁権者 必要があると認める事項について、正当決裁権者が

があらかじめ定める職員に正当決裁権者の名におい あらかじめ定める職員に正当決裁権者の名において

て決裁させることができる。 決裁させることができる。

４ 略 ３ 略

５ 前各項の規定にかかわらず、知事は、別表第１に ４ 前３項の規定にかかわらず、知事は、別表第１に

掲げる事項（公文書に関する事務に限る。）のうち 掲げる事項（公文書に関する事務に限る。）のうち

特に軽易なものについては、正当決裁権者があらか 特に軽易なものについては、正当決裁権者があらか

じめ定める職員に委任する。 じめ定める職員に委任する。

６ 略 ５ 略

（代決） （代決）

第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める職 第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める職

員が行うことができるほか、次の表の第１欄及び第 員が行うことができるほか、次の表の第１欄及び第

２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲げる第 ２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲げる第

１順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者がと １順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者がと

もに不在のときは、それぞれ当該第４欄に掲げる第 もに不在のときは、それぞれ当該第４欄に掲げる第

２順位者が行うことができる。 ２順位者が行うことができる。

本庁又は 正当決裁権 第１順位者 第２順位者 本庁又は 正当決裁権 第１順位者 第２順位者

地方機関 者 地方機関 者

の別 の別



１ 本庁 略 １ 本庁 略

(３) 部長 次長（次長に 主務課長 (３) 部長 次長（次長に 主務課長

相当するもの 相当するもの

を含む。以下 を含む。以下

この表におい この表におい

て同じ。）又 て同じ。）を

は局長が所掌 置く部等 次

する事務に係 長又は局長

るもの 主務

次長又は主務

局長

次長が所掌し 次長を置かな

ない事務に係 い部等 主務

るもの 主務 課長

課長

略 略

(５) 課長 主務課長補佐 (５) 課長 課長補佐 主務係長

等（課長補佐

及びこれに相

当するものの

うち、担当業

務における上

席の職員をい

う。）

略 略

参事 参事

主務係長等

（係長及びこ

れに相当する

もののうち、

担当業務にお

ける上席の職

員をいう。）

略 略

２ 略 ２ 略

３ 第１項の場合において、商工労働部各総室に係る

決裁事項については、同項の表中「局長」とあるの

は「総室長」と、「主務局長」とあるのは「主務総

室長」と、「課長」とあるのは「チーム長」と、

「主務課長」とあるのは「主務チーム長」とする。

４ 第１項の場合において、同一順位の代決権者が２ ３ 第１項の場合において、同一順位の代決権者が２

名以上ある場合には、代決に係る事務の区分に応じ 名以上ある場合には、代決に係る事務の区分に応じ

た業務を所掌する者のうちからあらかじめ正当決裁 てあらかじめ正当決裁権者の定める者が代決するも

権者の定める者が代決するものとする。 のとする。



（専決、委任決裁又は代決に係る事務処理の制限等） （専決、委任決裁又は代決に係る事務処理の制限）

第10条 専決権者、委任決裁権者又は代決権者は、専 第10条 専決権者、委任決裁権者又は代決権者は、専

決、委任決裁又は代決に係る事務が次の各号のいず 決、委任決裁又は代決に係る事務が次の各号の一に

れかに該当すると認められるときは、上司の指揮を 該当すると認められるときは、上司の指揮を受けて

受けてこれを処理しなければならない。 これを処理しなければならない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２ 会計担当職員及び集中化業務決裁職員の専決事項

について、当該専決する者が不在のときは、それぞ

れその上司が決裁するものとする。

別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

共通事項に係る事務処理権限 共通事項に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 会計地方機 会計地方機 種 類 内 容 知事 総括地方機 総括地方機

部長課長担当 副知事部長局長課長担当 部長課長 副知事部長局長課長

職員関の長 職員関の長 補佐関の長 補佐関の長

略 略

三 組織 略 三 組織 略

及び人 及び人

事管理２ 外国旅行の旅行命 事管理２ 外国旅行の旅行命

に関す 令及びその復命の受 に関す 令及びその復命の受

る事務 理 る事務 理

(一) 副知事、出納 ○ (一) 副知事、出納 ○

長、部長等（部長 長又は部長等（部

又はこれに相当す 長又はこれに相当

る職の職員をい する職の職員をい

う。以下三におい う。以下三におい

て同じ。）又は総 て同じ。）に係る

合事務所長に係る もの

もの

(二) 略 (二) 略

３ 内国旅行の旅行命 ３ 内国旅行の旅行命

令その他の勤務命令 令その他の勤務命令

及びその復命の受理 及びその復命の受理

(一)～(三) 略 (一)～(三) 略

(四) 地方機関の長 (四) 地方機関の長

に係るもの に係るもの

(１) ５日以上に (１) ５日以上に ○

わたり県外を旅 わたり県外を旅

行する場合に係 行する場合に係

るもの るもの

イ 総合事務所 ○

長に係るもの

ロ 総合事務所 ○

長以外の地方

機関の長に係

るもの

(２) 略 (２) 略

(五) 略 (五) 略

４ 休暇又は職務に専 ４ 休暇又は職務に専

念する義務の免除の 念する義務の免除の

承認 承認

(一) 略 (一) 略

(二) 次長等に係る ○ (二) 次長等に係る ○

もの（年次有給休 もの（年次有給休

暇、職員の勤務時 暇、職員の勤務時

間、休暇等に関す 間、休暇等に関す

る条例第17条第１ る条例第17条第１

項に規定する無給 項に規定する無給

休暇（以下単に 休暇（以下単に

「無給休暇」とい 「無給休暇」とい

う。）並びに職員 う。)並びに職員

の勤務時間、休暇 の勤務時間、休暇

等に関する規則第 等に関する規則第

16条の表第２号、 16条の表第２号、

第８号及び第９号 第８号及び第９号

に該当する場合に に該当する場合に

おける休暇（以下 おける休暇（以下



「産前休暇等」と 「産前休暇等」と

いう。）又は職務 いう。）又は職務

に専念する義務の に専念する義務の

特例に関する規則 特例に関する規則

（平成６年鳥取県 （平成６年鳥取県

人事委員会規則第 人事委員会規則第

16号）第２条の表 16号）第２条の表

第９号から第11号 第９号及び第10号

までに該当する場 に該当する場合を

合を除く。） 除く。）

(三) 総合事務所長

に係るもの（年次

有給休暇並びに職

員の勤務時間、休

暇等に関する規則

第16条の表第８号

及び第９号に該当

する場合における

休暇を除く。）

(１) 無給休暇及 ○

び職員の勤務時

間、休暇等に関

する規則第16条

の表第２号に該

当する場合にお

ける休暇又は７

日以上にわたる

場合及び職務に

専念する義務の

特例に関する規

則第２条の表第

９号から第11号

までに該当する

場合

(２) (１)の場合 ○

以外の場合

(四) 地方機関の長 (三) 地方機関の長

（総合事務所長を に係るもの（年次

除く。）に係るも 有給休暇、無給休

の（年次有給休 暇及び産前休暇等

暇、無給休暇及び 又は職務に専念す

産前休暇等又は職 る義務の特例に関

務に専念する義務 する規則第２条の

の特例に関する規 表第９号及び第10

則第２条の表第９ 号に該当する場合

号から第11号まで を除く。）

に該当する場合を

除く。）

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(五) 所属職員に係 ○ ○ (四) 所属職員に係 ○ ○

るもの（年次有給 るもの（年次有給

休暇、無給休暇及 休暇、無給休暇及

び産前休暇等又は び産前休暇等又は

職員団体のための 職員団体のための

職員の行為の制限 職員の行為の制限

の特例に関する条 の特例に関する条

例（昭和41年鳥取 例（昭和41年鳥取

県条例第25号）第 県条例第25号）第

２条第１号並びに ２条第１号並びに

職務に専念する義 職務に専念する義

務の特例に関する 務の特例に関する

規則第２条の表第 規則第２条の表第

９号から第11号ま ９号及び第10号に

でに該当する場合 該当する場合を除

を除く。） く。）

５ 部分休業の承認又 ５ 部分休業の承認又

は取消し（修学部分 は取消し（修学部分

休業に係るものを除 休業に係るものを除

く。） く。）

(一) 次長等又は地 ○ (一) 次長等又は地 ○

方機関の長（総合 方機関の長に係る

事務所長を除 もの

く。）に係るもの

(二) 略 (二) 略

略 略

四 指導 略 四 指導 略

監督に 監督に

関する９ １から８までに掲 関する９ １から７までに掲

事務 げるもののほか 事務 げるもののほか

(一)～(三) 略 (一)～(三) 略

略 略



七 補助 略 七 補助 略

金及び 金及び

会計に２ 会計に関する事務 会計に２ 会計に関する事務

関する (一) 略 関する (一) 略

事務 (二) 本庁における 事務 (二) 本庁における

会計に関する事務 会計に関する事務

(１) 支出負担行 (１) 支出負担行

為（地方自治法 為（地方自治法

施行令（昭和22 施行令第160条

年政令第16号） の２第２号に掲

第160条の２第 げる経費の債務

２号に掲げる経 が確定する前に

費の債務が確定 包括的に行う支

する前に包括的 出負担行為を除

に行う支出負担 く。）

行為を除く。）

イ及びロ 略 イ及びロ 略

(２)～(11) 略 (２)～(11) 略

略 略

八 公有 略 八 公有 略

財産の 財産の

管理に10 公有財産の取得、 管理に10 公有財産の取得、

関する 管理又は処分に係る 関する 管理又は処分に係る

事務 事務手続終了の報告 事務 事務手続終了の報告

(一) 略 (一) 略

(二) (一)以外の事 ○ (二) (一)以外の事 ○

務に係るもの 務に係るもの

略 略

略 略

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

防一及び二 略 防一及び二 略

災 災

チ 危三 自衛隊法１ 同令第114条の規 ○

ー 機 施行令（昭 定による二等陸士

ム 管 和29年政令 の募集期間の告示

理 第179号）

課 に基づく知２ 同令第117条第１ ○

事の権限に 項の規定による二

属する事務 等陸士の採用試験

の試験期日等の告

示

３ 同令第118条の規 ○

定による二等海士

又は二等空士の募

集期間等の告示

４ 同令第119条の規 ○

定による自衛官の

募集に関する広報

宣伝

５ 同令第120条の規 ○

定による自衛官の

募集に関する報告

等

三 略 四 略

五 武力攻撃１ 同法第34条第１ ○

事態等にお 項の規定による国

ける国民の 民の保護に関する

保護のため 計画の作成

の措置に関

する法律２ 同法第35条第５ ○

（平成16年 項の規定による市

法律第112 町村の国民の保護



号）に基づ に関する計画の作

く知事の権 成についての協議

限に属する 及び同法第36条第

事務 ４項の規定による

指定地方公共機関

の国民の保護に関

する業務計画の作

成についての助言

四 略 六 略

危一 自衛隊法１ 同令第114条の規 ○

機 施行令（昭 定による二等陸士

管 和29年政令 の募集期間の告示

理 第179号）

チ に基づく知２ 同令第117条第１ ○

ー 事の権限に 項の規定による二

ム 属する事務 等陸士の採用試験

の試験期日等の告

示

３ 同令第118条の規 ○

定による二等海士

又は二等空士の募

集期間等の告示

４ 同令第119条の規 ○

定による自衛官の

募集に関する広報

宣伝

５ 同令第120条の規 ○

定による自衛官の

募集に関する報告

等

二 武力攻撃１ 同法第34条第１ ○

事態等にお 項の規定による国

ける国民の 民の保護に関する

保護のため 計画の作成

の措置に関

する法律２ 同法第35条第５ ○

（平成16年 項の規定による市

法律第112 町村の国民の保護

号）に基づ に関する計画の作

く知事の権 成についての協議

限に属する 及び同法第36条第

事務 ４項の規定による

指定地方公共機関

の国民の保護に関

する業務計画の作

成についての助言

消一 消防組織１ 同法第30条第１ ○ 消防防災航空 消一 消防組織

防 法（昭和22 項の規定による支 センター 防 法(昭和22

チ 年法律第 援の決定 課 年法律第

ー 226号）に 226号)に基

ム 基づく知事２ 略 づく知事の１ 略

の権限に属 権限に属す

する事務 ３ 略 る事務 ２ 略

４ 略 ３ 略

５ 略 ４ 略

６ 略 ５ 略

略 略

総一 略 総一 略

務 務

課二 鳥取県庁１ 同規則第３条第 ○ 課二 民法（明１ 同法第38条第２ ○

内取締に関 １項の規定による 治29年法律 項の規定による定

する規則に 物品販売の許可 89号）に規 款の変更の認可

基づく知事 定する知事

の権限に属２ 同規則第３条第 ○ の権限に属２ 同法第67条第２ ○

する事務 １項の規定による する事務の 項又は第３項の規

（本庁の庁 許可（同項第２号 うち次に掲 定による業務の監

舎又は構内 から第５号までに げるもの 督上必要な命令等

におけるも 係るものに限

のに限 る。） ３ 同法第71条の規 ○

る。） 定による公益法人

３ 同規則第６条の ○ の設立許可の取消

規定による必要な し

処置の命令



４ 同法第72条第２ ○

三 電気事業１ 同法第42条第１ ○ 項の規定による残

法（昭和39 項又は第２項の規 余財産の処分の許

年法律第 定による保安規程 可

170号）に の制定又は変更に

基づく知事 係る経済産業大臣 ５ 同法第77条第１ ○

の権限に属 への届出 項の規定による解

する事務 散の届出等の受理

２ 同法第48条第１ ○

項の規定による事 ６ 同法第83条の規 ○

業用電気工作物の 定による清算結了

設置若しくは変更 の届出の受理

に係る工事計画又

は当該工事計画の 三 宗教法人１ 同法第９条の規 ○

変更についての経 法（昭和26 定による登記に関

済産業大臣への届 年法律第 する届出の受理

出 126号）に

基づく知事２ 同法第14条第１ ○

四 営繕工事１ 営繕工事に係る の権限に属 項の規定による宗

に係る知事 起工の決定 する事務 教法人の規則の認

の権限に属 (一) 請負対象設 ○ 証に関する決定

する事 計金額（請負契

約の対象となる ３ 同法第28条第１ ○

部分の設計金額 項の規定による宗

をいう。総務課 教法人の規則の変

の項の四から六 更の認証に関する

までにおいて同 決定

じ。）が５億円

以上の工事に係 ４ 同法第39条第１ ○

るもの 項の規定による宗

(二) 請負対象設 教法人の合併の認

計金額が５億円 証に関する決定

未満の工事に係

るもの ５ 同法第43条第３ ○

(１) 工事費が ○ 項の規定による宗

２億円以上の 教法人の破産によ

工事に係るも る解散の旨の届出

の の受理

(２) 工事費が

２億円未満の ６ 同法第46条第１ ○

工事に係るも 項の規定による宗

の 教法人の任意解散

イ 建築工事 の認証に関する決

に係るもの 定

(イ) 営繕 ○

費に係る ７ 同法第79条第１ ○

本庁舎等 項の規定による宗

（本庁 教法人が行う公益

舎、第二 事業以外の事業の

庁舎、議 停止命令

会棟、知

事公舎、 ８ 同法第80条第１ ○

県外施設 項の規定による宗

及び本庁 教法人の認証の取

発注工事 消し

に密接な

関係があ ９ 同法第81条第１ ○

り、工事 項の規定による裁

の性質上 判所に対する宗教

地方機関 法人の解散命令の

で発注す 請求

ることが

適当でな 四 農業災害１ 同法第142条の２ ○

いもの。 補償法（昭 の規定による農業

総務課の 和22年法律 共済組合に対する

項四から 第185号） その業務又は会計

六までに に基づく知 に関する報告の徴

おいて同 事の権限に 収又は検査

じ。）の 属する事務

工事に係 のうち次に２ 同法第142条の３ ○

るもの 掲げるもの の規定による農業

(ロ) (イ) 共済組合に対する

以外のも その業務又は会計

の の状況に関する常

ａ 東部 ○ 東部総合事務 例の検査

総合事 所長

務所及 ３ 同法第142条の４ ○

び八頭 の規定による組合

総合事 員の請求に係る農

務所の 業共済組合の業務

所管区 又は会計の状況の

域に係 検査

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 五 農業協同１ 同法第73条の27 ○

総合事 所長 組合法（昭 第１項の規定によ



務所の 和22年法律 る全国中央会の監

所管区 第132号） 査実施計画策定の

域に係 に基づく知 ための全国中央会

るもの 事の権限に への意見の提出

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 属する事務

総合事 所長 のうち次に２ 同法第93条第１ ○

務所及 掲げるもの 項の規定による組

び日野 合又は農事組合法

総合事 人に対する報告の

務所の 徴収又は資料の提

所管区 出の命令

域に係

るもの ３ 同法第94条の規

ロ 設備工事 定による業務又は

に係るもの 会計の状況の検査

(イ) 工事 ○ (一) 同条第４項 ○

費が6,000 の規定による検

万円以上 査

の工事に (二) (一)以外の ○

係るもの もの

(ロ) 工事

費が6,000 六 森林組合１ 同法第110条の規 ○

万円未満 法（昭和53 定による組合の業

の工事に 年法律第36 務又は財産状況の

係るもの 号）に基づ 報告の徴収

ａ 営繕 ○ く知事の権

費に係 限に属する２ 同法第111条の規

る本庁 事務のうち 定による組合の業

舎等の 次に掲げる 務又は会計の状況

工事に もの の検査

係るも (一) 同条第４項 ○

の の規定による検

ｂ ａ以 査

外のも (二) (一)以外の ○

の もの

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長 七 森林組合１ 同法第110条の規 ○

総合 法施行令 定による森林組合

事務 （昭和53年 連合会の業務又は

所及 政令第286 財産状況の報告の

び八 号）第８条 徴収

頭総 の規定によ

合事 り知事の権

務所 限に属する

の所 ものとされ

管区 た森林組合

域に 法に基づく

係る 事務のうち

もの 次に掲げる

(ｂ) ○ 中部総合事務 もの

中部 所長

総合 八 水産業協１ 同法第122条第１ ○

事務 同組合法 項又は第２項の規

所の （昭和23年 定による報告の徴

所管 法律第242 収又は資料の提出

区域 号）に基づ の命令

に係 く知事の権

るも 限に属する２ 同法第123条の規

の 事務のうち 定による業務又は

(ｃ) ○ 西部総合事務 次に掲げる 会計の状況の検査

西部 所長 もの (一) 同条第４項 ○

総合 の規定による検

事務 査

所及 (二) (一)以外の ○

び日 もの

野総

合事 九 鳥取県日１ 同条例第４条第 ○ 日野総合事務

務所 野郡民行政 １項各号の規定に 所長

の所 参画推進会 よる抽選による選

管区 議条例（平 出

域に 成14年鳥取

係る 県条例第54 ２ 同条例第９条第 ○ 日野総合事務

もの 号）に基づ １項及び第２項の 所長

く知事の権 規定による会議の

２ 営繕工事に係る 限に属する 招集

設計の変更 事務

(一) 請負対象設

計金額が５億円

以上の工事に係 十 鳥取県日１ 同規則第２条第 ○ 日野総合事務

るもの 野郡民行政 １項の規定による 所長

(１) 契約金額 ○ 参画推進会 公募の告示

の２割以上の 議の委員の

増減を伴うも 公募及び抽

の 選に関する

(２) (１)以外 ○ 規則（平成



のもの 14年鳥取県

(二) 請負対象設 規則第85

計金額が５億円 号）に基づ

未満の工事に係 く知事の権

るもの 限に属する

(１) 工事費が ○ 事務

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 工事 ○

費が6,000

万円以上

の工事に

係るもの

(ロ) 工事

費が6,000

万円未満

の工事に

係るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長



総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

３ 営繕工事に係る

請負契約の締結を

随意契約の方法に

よることの決定

（４の場合を除

く。）

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費が ○

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 工事 ○

費が6,000

万円以上

の工事に



係るもの

(ロ) 工事

費が6,000

万円未満

の工事に

係るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

４ 営繕工事に係る

請負契約の締結を

随意契約の方法に

よることの決定

（技術提案型の随

意契約の場合に限

る。）

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) (１)以外

のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係



るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

５ 営繕工事に係る

請負契約の締結の

決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野



総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

６ 営繕工事に係る

土地、水面等の測

量及び調査

(一) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が１億円以上

の工事に係るも

の

(二) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が5,000万円以

上１億円未満の

工事に係るもの

(三) 契約の対象

となる部分の金

額が5,000万円未

満の工事に係る

もの

(１) 契約の対 ○

象となる部分

の金額が4,000

万円以上の工

事に係るもの

(２) 契約の対

象となる部分

の金額が4,000

万円未満の工

事に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

７ 営繕工事に係る

設計又は監督の委

託の決定

(一) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が１億円以上

の工事に係るも

の

(二) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が5,000万円以

上１億円未満の

工事に係るもの

(三) 契約の対象

となる部分の金

額が5,000万円未

満の工事に係る

もの

(１) 契約の対 ○

象となる部分

の金額が500万

円以上の工事

に係るもの

(２) 契約の対

象となる部分



の金額が500万

円未満の工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

８ 他部局の所掌に ○

係る営繕工事の受

託の決定

９ 営繕工事に係る

一般競争入札又は

指名競争入札の執

行

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○



費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

10 不動産登記法

（明治32年法律第2

4号）に基づく不動

産の登記

(一) 東部総合事 ○ 東部総合事務

務所及び八頭総 所長

合事務所の所管

区域に係るもの

(二) 中部総合事 ○ 中部総合事務

務所の所管区域 所長

に係るもの

(三) 西部総合事 ○ 西部総合事務

務所及び日野総 所長

合事務所の所管

区域に係るもの

五 営繕工事１ 同規則第21条の

及びこれに 規定による入札者

伴う委託業 の指名

務に係る鳥 (一) 請負対象設 ○

取県建設工 計金額が２億円

事等の入札 以上の工事に係

制度に関す るもの

る規則（平 (二) 請負対象設

成19年鳥取 計金額が２億円

県規則第76 未満の工事に係

号）に基づ るもの

く知事の権 (１) 建築工事

限に属する に係るもの

事務 イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に



係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額（委託契

約の対象となる

部分の設計金額

をいう。総務課

の項の五にお

いて同じ。）が

5,000万円以上の

委託業務に係る

もの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額が500万円

未満の委託業務

に係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務



総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

２ 同規則第27条の

規定による予定価

格の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日



野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額が5,000万

円以上の委託業

務に係るもの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額が500万円

未満の委託業務

に係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事



務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

３ 同規則第30条第

１項の規定による

調査基準価格の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所



管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

４ 同規則第31条第

１項の規定による

最低制限価格の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部総 ○ 東部総合事務

合事務所及 所長

び八頭総合

事務所の所

管区域に係

るもの

(ロ) 中部総 ○ 中部総合事務

合事務所の 所長

所管区域に

係るもの

(ハ) 西部総 ○ 西部総合事務

合事務所及 所長

び日野総合

事務所の所

管区域に係

るもの

(２) 設備工事

に係るもの



イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部総 ○ 東部総合事務

合事務所 所長

及び八頭

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

ｂ 中部総 ○ 中部総合事務

合事務所 所長

の所管区

域に係る

もの

ｃ 西部総 ○ 西部総合事務

合事務所 所長

及び日野

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額が5,000万

円以上の委託業

務に係るもの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額が500万円

未満の委託業務

に係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象



設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部総 ○ 東部総合事務

合事務所 所長

及び八頭

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

ｂ 中部総 ○ 中部総合事務

合事務所 所長

の所管区

域に係る

もの

ｃ 西部総 ○ 西部総合事務

合事務所 所長

及び日野

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

六 営繕工事１ 同規則第５条第

に係る鳥取 １項又は第２項の

県建設工事 規定による契約書

執行規則 の作成

（昭和48年 (一) 建築工事に

鳥取県規則 係るもの

第66号）に (１) 営繕費に ○

基づく知事 係る本庁舎等

の権限に属 の工事に係る

する事務 もの

(２) 請負対象

設計金額（請

負契約の締結

後に請負対象

設計金額を変

更した場合に

あっては、当

初の請負対象

設計金額。

(３)及び(二)

において同

じ。）が２億

円以上の工事

に係るもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(３) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係



るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(二) 設備工事に

係るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) 請負対象

設計金額が

6,000万円以上

の工事に係る

もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(３) 請負対象

設計金額が

6,000万円未満

の工事に係る

もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

２ 同規則第18条第

１項の規定による

見積書の提出者の

決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) (１)以外

のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務



事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

３ 同規則第19条の

規定による予定価

格の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の



所管区

域に係

るもの

４ 同規則第22条の

規定による請負契

約の相手方の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) (１)以外

のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

５ 同規則第23条第

１項の規定による

請負契約の相手方

の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象



設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

６ 同規則第26条た

だし書の規定によ

る権利義務の譲渡

等の承認

(一) 請負対象設 ○

計金額（請負契

約の締結後に請

負対象設計金額

を変更した場合

にあっては、当

初の請負対象設

計金額。総務課

の項の六におい

て同じ。）が５

億円以上の工事

に係るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

７ 同規則第28条の

規定による下請負

者等に関する報告

の要求

(一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工

事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

に係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所に係る 所長

もの

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

に係るもの

８ 同規則第30条第

１項の規定による

工事の監督の委託

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの



(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費 ○

（請負契約の

締結後に工事

費を変更した

場合にあって

は、当初の工

事費。総武課

の項の五にお

いて同じ。）

が２億円以上

請負対象設計

金額が５億円

未満の工事に

係るもの

(２) 工事費が ○

２億円未満の

工事に係るも

の

９ 同規則第30条第

１項の規定による

工事の監督の命令

(一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工

事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

に係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所に係る 所長

もの

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

に係るもの

10 同規則第33条第

１項及び第２項の

規定による措置の

要求

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○



設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

11 同規則第36条第

７項、第37条後段、

第39条第５項、第

40条後段及び第40

条の２第３項の規

定による工期又は

請負代金の額の変

更

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費が ○

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 工期の変

更

(イ) 建築

工事に係

るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務
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